別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費

	事業名: ソフトピアジャパンセンター修繕工事費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部 情報産業課 ＩＴ拠点係　電話番号：058-272-1111（内3115）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：62,351千円（前年度予算額：31,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　ソフトピアジャパンセンターは竣工より１６年経過しており、経年劣化等に伴う設備の更新及び修繕が必要となっている。

○ソフトピアジャパンセンターのセンタービル及びドリーム・コアの施設修繕については、ソフトピアジャパンセンター指定管理者と締結している管理運営協定により費用負担区分を規定している。
○また、アネックスについては、大垣市情報工房との合築施設であるため、県・大垣市・ソフトピアジャパンセンター指定管理者・大垣市情報工房指定管理者の４者にて協定を締結し、施設修繕にかかる修繕区分を規定している。

（1） センタービル、ドリーム・コア部分

・１件につき６０万円未満の修繕案件

　　ソフトピアジャパンセンター指定管理者の負担

・１件につき６０万円以上の修繕案件

　　岐阜県の負担

（２） アネックス部分

・１件につき６０万円未満の修繕案件

　　　　　ソフトピアジャパンセンター指定管理者及び大垣市情報工房指定管理者の案分により負担
　　　・１件につき６０万円以上の修繕案件

　　　　　岐阜県及び大垣市の案分により負担

	２　所要経費


（1） センタービル、ドリーム・コア修繕工事費　　57,612千円
（2） 大垣市負担金　　4,739千円
　合計　　62,351円
	決定額の考え方


　修繕工事のうち、一部工事を見送ることとして、所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	31,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	31,000

	要求額
	62,351
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	62,351

	決定額
	16,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,500


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　竣工より１６年経過しているソフトピアジャパンセンターにおいては、経年劣化等に伴う設備の更新及び修繕が加速度的に必要となっている中で、法令遵守、安全確保、利用者サービス向上を目標に優先順位を付けながら設備の更新や修繕を行うことにより、来館者や入居者が安心して安全に施設を利用できる体制を整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパン
施設入居率
	62.7%  

（H17 ）
	（H  ）
	（H  ）
	72.9% 
（H23 ）
	75.0%  
（H26 ）
	97.2％


	ソフトピアジャパン
貸出施設稼働率
	　17.1%
（H17）
	（H　）
	（H　）
	44.3%
（H23）
	45.0% 
（H26）
	98.4％
  


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）設置から１５年以上経過しているセンタービル電話交換機を更新
（２）センタービル地下駐車場消火設備の泡消火薬剤の性能低下および科学物質審査規制法の改正で使用禁止となった為泡原液タンクの交換を実施。
（３）消防法・建築基準法に基づき設置されている、センタービル館内停電時の非常用照明供給源の蓄電池設備のバッテリー等の交換
（４）大垣市への負担金（大垣市情報工房の電話交換機の更新に対する負担金）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　法令等を遵守するための施設の修繕、集積企業が運営を行うために必要な機器を故障させずに運営するための修繕を行うことにより、安心して安全な施設を利用でき、そのことがＩＴ関連企業の集積・入居率の向上や、施設の貸出利用に繋がる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	貸出施設の運営においては、設備の故障による入居企業の営業の停止を発生させてはならない。・竣工より１６年経過している施設等の修繕のため必要な事業である。県の関与については、１件につき６０万以上の修繕案件が県の負担となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	必要な修繕を優先するため、施設利用者の目に留まる様な外観等の修繕まで実施できていないが、法令を遵守した、安全が確保されている施設を保持した上で施設運用、他の事業を実施することができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	最低限必要な修繕を計画的に実施し、経費の節減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
経年劣化等に伴う設備の更新及び修繕が加速度的に必要となるため、より計画的な修繕、設備を長く維持できる取り組みが必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
法令遵守、安全確保、利用者サービス向上を目標に継続して優先順位を付けながら計画的な設備の更新や修繕を実施していく。



